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京都府南部消防指令センター

整 備 運 用 協 議 会

事務局:京都市消防局総務課

「京都府南部消防指令センター共同運用実施設計業務」の結果等について

京都府南部地域の９消防本部が共同運用を行う、京都府南部消防指令センター

（以下「南部消防指令センター」という。）の整備のために、本年度実施した

「京都府南部消防指令センター共同運用実施設計業務」の結果等についてお知ら

せします。

１ 南部消防指令センターの概要

⑴ 共同運用に参加する消防本部

９消防本部（計 16 市町村（８市７町１村））

⑵ 管轄人口

約 217 万人（令和２年国勢調査）

⑶ 受信件数

約 19 万件（令和５年９消防本部受信件数）

２ 事業効果

⑴ 住民サービスの向上

ア 高機能化した消防指令システムを効率的に整備することで、災害対応時の

受信・処理能力向上や災害情報の一元管理により災害へのより効果的な対応

を行うことが可能になる。

イ 市町村境界付近で発生した災害について、消防本部間の 119 番通報の転

送等が必要なくなるため、出動指令を迅速化することできる。

ウ 各消防本部の災害発生状況を一元的にリアルタイムで把握できるため、大

規模災害や特殊災害の発生時における速やかな消防相互応援が可能になる。

（公表資料）

第１期

（令和９年度運用開始）

京都市消防局、乙訓消防組合消防本部、

京田辺市消防本部、久御山町消防本部、

精華町消防本部

第２期

（令和 12 年度運用開始）

宇治市消防本部、城陽市消防本部、

八幡市消防本部、相楽中部消防組合消防本部



⑵ 消防体制の充実・強化及び財政面の効果

ア 大規模地震等の災害にも対応可能な高機能化・強靭化した消防指令システ

ム・消防救急デジタル無線の整備を図る。

イ 高額な消防指令システム等を共同で整備することにより、整備費及び維持

管理費を低減することができる。

また、国の有利な財源を活用することにより、整備費の実質負担は更に削減

できる。

３ 南部消防指令センターの整備概要

⑴ 南部消防指令センターの概要

京都府立・京都市消防学校内に設置

⑵ 南部消防指令センターに整備するシステムの主な機能

ア ＡＩ技術を用いた災害地点の確定と出動指令の迅速化

ＡＩ技術を用いた 119 番通報の「音声認識テキスト化機能」の導入や、各

消防本部が把握している管内の最新情報を反映できる「消防独自地図」の活

用、住宅世帯の情報を活用した「通報位置連携機能」、携帯電話の「位置情

報取得機能」等により、迅速な災害地点の特定と出動指令の発令が可能とな

る。

また、上記機能を用いても地点特定に至らない場合は「消防本部サポート

機能」の導入により、通報者、指令センター員及び通報場所を管轄する消防

本部の３者同時通話により対応する。

イ 南部消防指令センターと９消防本部の情報共有体制の強化

（ア） モバイル端末を活用した「現場支援システム」の導入

現場活動部隊が撮影した映像や、消防ヘリコプターの上空映像を確認す

ることができ、現場活動部隊、南部消防指令センター及び各消防本部との

リアルタイム情報共有が可能となる。

また、京都府医療情報システムによる、病院の空床状況等を現場で確認

することができるため、病院交渉による傷病者搬送の迅速化につながる。

内 容 南部消防指令センター

消防指令センター 265 ㎡

指令台
14 台

（大規模災害時 28 台）

119 番受信回線数 56 回線

事務室等 145 ㎡

待機室 155 ㎡

通信機械室

コンピュータールーム
200 ㎡



（イ） 各消防本部に設置する「情報共有端末」の導入

南部消防指令センターが処理する各種事案情報（通報状況、受信内容、車

両状況等）をリアルタイムで確認できる「情報共有端末」を各消防本部、消

防署等に導入する。

（ウ） ９消防本部で同一規格の「消防救急デジタル無線」を整備

同一規格の消防救急デジタル無線を整備することで、南部消防指令センタ

ーと各消防本部、消防署、部隊等の直接通信ができるため、複数消防本部が

連携して災害現場活動を行う際にも情報共有がスムーズになる等、より効果

的で迅速な災害対応につながる。

ウ 新機能「消防力シグナル」による消防相互応援の判断の迅速化

部隊の出動等により、常時変化する各消防本部の消防力の状況を色分けによ

り地図上で表示できる「消防力シグナル」を導入することで、消防力の状況をリ

アルタイムに把握することができ、迅速な消防相互応援が可能となる。

エ 通報手段の多様化に対応

通報者のスマートフォンを利用した「映像通報システム」を導入することに

より、通報者等が撮影した現場映像を南部消防指令センターにおいて確認で

き、現場状況に応じた迅速・的確な指令が可能となる。さらに、南部消防指令

センターから心肺蘇生法の動画等を通報者のスマートフォンに送ることで、効

果的な口頭指導による救命率の向上につながる。

また、「緊急通報システム」、「Net119 緊急通報システム」、「119 番多

言語対応」等、多様な通報手段にも対応する。

⑶ 総事業費（概算）

全９消防本部の総事業費（概算）約 138 億円

４ 今後のスケジュール

年 度 内 容

令和６年度

～８年度

１ 消防指令システム、消防救急デジタル無線等の整備

２ 庁舎改修（消防学校の一部を指令センター仕様へ改

修）

令和９年度 第１期消防本部(５消防本部)の運用開始

令和 11 年度 第２期消防本部(４消防本部)システム接続のための整備

令和 12 年度 全９消防本部での共同運用を開始

整備時期 年 度 総事業費（概算）

第１期

(令和９年度運用開始)

令和６年度

～８年度
約 138 億円

第２期

(令和 12 年度運用開始)
令和 11 年度


